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日本政府の取り組み

（文部科学省）


		わが国のESD推進体制
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活動概要


文部科学省及び日本ユネスコ国内委員会※では、わが国の教育行政を担う者として、また、国連教育科学文化機関（ユネスコ）との窓口として、国内の関係省庁やユネスコと連携し、わが国の教育制度にESDの理念を盛り込むとともに、優れた教育に取り組んでいる学校等を支援するなど、国内外でESD普及促進のための取組みを進めています。

※日本ユネスコ国内委員会とは

　日本ユネスコ国内委員会は、「ユネスコ活動に関する法律」に基づき、文部科学省内に置かれる特別の機関です。教育・科学・文化等の各分野を代表する60名以内の委員で構成され、我が国におけるユネスコ活動に関する助言、企画、連絡及び調査を行う機関として活動しています。

詳細はHPをご参照下さい：http://www.mext.go.jp/unesco/

背景と問題

　2002年の第57回国連総会で、2005年からの10年間を「国連ESDの10年（DESD）」とする決議案を提出し、満場一致で採択され、ユネスコがその推進機関に指名されました。これを受け、ユネスコは同年9月に各国の具体的対応の指針となる国際実施計画を策定しました。


わが国では、国内でESDを推進するため、内閣官房に設置したDESD関係省庁連絡会議によって、2006年に国内実施計画が策定され、取組みがすすめられています。この国内実施計画も踏まえ、文部科学省では、日本ユネスコ国内委員会や関係省庁とも連携し、わが国の教育の枠組みの中にESDの理念を盛り込むべく取り組んできました。国内では、ESDの一部を成す環境教育、国際理解教育などは、既に多くの取組みが行われており、これらの取組みに“気づき”、さらに“つながりを考える”ことによりESDを一層推進していくこと、またそのために様々なステイクホルダーの協力を得ていくことが課題です。

目的・目標


学校教育も含めわが国の教育で積極的に進められている、環境教育や国際理解教育などの多岐にわたる分野の教育をつなげ、ESDの観点から総合的に取り組まれるよう、わが国の教育制度に明確にESDを位置づけ、持続可能な社会づくりの担い手づくりのための枠組みを構築することです。

		　ESDの概念図

ここに例示した個別の教育は既に学校教育の中で幅広く取り組まれていますが、こうした教育を持続可能な社会の構築の観点からつなげ、総合的に取り組むことが必要です。





教育カリキュラムに取り入れるために
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国連総会でDESDが決議される以前から、わが国では学校教育課程に「総合的な学習の時間」を設定し、各学校が創意工夫を生かした特色ある教育活動を展開し、国際理解や環境、情報、福祉・健康など従来の教科をまたがるような個別課題に関する教育に取り組んできました。こうした取組はすべてESDにつながるものですが、より効果的にESDを進めていくためには、それぞれの教育を持続可能な社会づくりの観点から総合的につなげ、継続的に取組を進めていく必要があります。そのため、文部科学省ではわが国の教育制度にESDの理念を明確に位置づけるため、以下の取組を行いました。


（１）教育振興基本計画の制定


2006年に改訂された教育基本法に基づき、2008年に我が国の教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進のための基本的な方針等を定めた計画である教育振興基本計画を策定しました。同計画では、下記の通りわが国の教育の基本方針として、ESDの推進が位置づけられています。

　 　１）わが国の教育をめぐる現状と課題の中で、持続可能な社会の構築に向けた教育の理念がますます重要との認識のもと、


　　 ２）地球的視野で考え、様々な課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組み、持続可能な社会づくりの担い手となるよう一人一人を育成する教育であるESDは、わが国の教育の在り方にとって重要な理念の一つと位置づけ、


　 　３）今後5年間に取り組むべき施策として、ESDの推進を明記しました。


　（２）学習指導要領の改訂


　　　教育基本計画の策定に合わせ、わが国の学校教育の基準となる学習指導要領の改訂を行いました。この改訂において、理科や社会、道徳、総合的な学習の時間など、各教育の内容にESDの理念が明記され、教育課程の中にESDが位置づけられました。

		

　　ユネスコ・スクール期待される役割：


　　　　各地域における、様々なレベルでのネットワークづくり








　（３）ユネスコ・スクール※ ネットワークの拡大


　　　 ESDの普及には、ESDのモデルとなる学校づくりや、その連携強化のためのネットワークづくりが不可欠です。こうした問題意識のもと、日本ユネスコ・国内委員会より出された「ESD推進のためのユネスコ・スクールの活用」提言を受け、ユネスコ・スクールをESDの推進拠点と位置づけ、500校を目標に加盟校増加とそのネットワークづくりに向けて取り組みを進めています。そのため、各都道府県教育委員会等にユネスコ・スクールの申請窓口を設置するよう通知し、申請のガイドやESDの参考となる教材などをセットにしたユネスコ・スクールスターターキットを作成・配布するなど、加盟校増加に向けて取り組んでいます。また、ユネスコ・スクールのネットワーク支援のための事務局の設置に向けた準備を進めています。


　　　※1953年にユネスコで発足した、ユネスコ憲章に示されたユネスコの理想を実現し、平和や国際的な連携を学校での実践を通じて促進することを目的としたプロジェクトです。現在、176カ国の約7,900校が加盟し、(1)地球規模の問題に対する国連システムの理解、(2)人権、民主主義の理解と促進、(3)異文化理解、(4)環境教育、といった研究テーマに取り組んでいます。これらのテーマはESDが取り組むべき分野とも重なっており、2007年秋のユネスコ総会で採択された「持続可能な開発のための教育の更なる推進」に関する決議においても、「持続可能な開発のための教育」の推進のためにユネスコの世界的な学校ネットワークであるユネスコ協同学校を十分に活用すべきであるとの指摘がなされています。



　お問い合わせ先


文部科学省国際統括官付 / 日本ユネスコ国内委員会事務局

住所：〒100-8959 東京都千代田区霞が関3-2-2

　 TEL ：03-5253-4111　　　 FAX ：03-6734-3679

　 MAIL：jpnatcom@mext.go.jp















































